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特 集

１．はじめに

高島市は、平成１７年１月１日に５町１村の合併により
誕生した。琵琶湖の北西部に位置し、日本海に近いこと
もあるため福井県嶺南地方と同様の日本海側の気候とな
っている。面積は６９３km2と滋賀県で最も広く、県の総面
積の約１８％を占めている。また、人口は令和３年１０月３１
日現在４６，９７６人で、高齢化率は約３６%と非常に高くなっ
ている。

大雨特別警報が全国で初めて滋賀県、京都府、福井県
に発表された平成２５年台風第１８号襲来時には、市内を流
れる一級河川鴨川が決壊し、床上・床下浸水を含む住家
被害、田畑の冠水が発生したほか、市内各地で道路や橋
梁の損壊、山間部における多数のがけ崩れが発生し、市
内全域に甚大な被害をもたらした。この災害を契機に市
では、地震・風水害・土砂災害、原子力災害等の内容
を盛り込んだ総合防災マップ（以下「防災マップ」と
いう。）の作成、市民向けの防災リーダー研修会、防災

出前講座等様々な取組を官民協働により行ってきた。ま
た、この教訓を踏まえ、地域防災計画を改正するなど、
市民の防災力向上や市の災害対策の見直しに努めてきた
ところである。

特に避難行動要支援者の避難対策については、障がい
分野において、相談支援専門員が主となり当事者一人一
人の身体の状況等に応じて、具体的かつきめ細やかな個
別避難計画の作成を進めてきた経緯がある。こうした経
緯も含め、水害リスク情報を活用した高島市における

「誰一人取り残さない」個別避難計画作成の取組につい
て報告する。

２．これまでの災害による被害者の傾向
と災害対策基本法の改正について

ご存じのとおり、令和元年台風第１９号災害を受けて内
閣府（防災担当）は、同年秋に災害からの避難に関する
ワーキンググループを、令和２年度は避難情報や広域避
難等のテーマと高齢者等の避難をテーマとした二つのサ
ブワーキンググループを設置し、対策の検討を進められ
た。どちらのサブワーキング・グループも令和２年末ま
でに報告書をまとめられ、「避難勧告」を廃止し「避難
指示」に一本化することや、個別避難計画の作成を市町
村の努力義務とすること等が提案され、令和３年５月に
災害対策基本法が改正されたところである。

特に、後者の個別避難計画作成の努力義務化について
は、東日本大震災をはじめ、これまでの災害における被害
者の傾向から、被害が障がい者や高齢者等の要配慮者に
偏っていることは明らかであり、災害時の要配慮者問題
の根本的解決の端緒を拓く画期的な決定であると考える。

＊高島市健康福祉部社会福祉課 主任
Director for Social Welfare Division,Health and Welfare Department,Takashima City
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ただ、法が改正され、計画作成が市町村の努力義務と
されたことや、あるいは居宅介護事業所や相談支援事業
所を含む全ての介護サービス事業所等にＢＣＰの策定等
が３年間の経過措置を設けたうえで義務化されたことに
よりこの取組を行うのかというとそうではないと考え
る。いつ起こるかわからない災害において、まずは「市
民の命を守る」という地方自治体の責務あるいは事業所
の使命を改めてしっかりと認識したい。そしてこの取組
を通じた当事者、地域、関係者のつながりを地域のあら
ゆる課題解決策の糸口としてつなげ、市における地域共
生社会の実現、地域活性化にもつなげていくという大き
なビジョンも意識しながらこの取組を進めていきたい。

３．これまでの高島市における取り組み

高島市における計画作成の歩みは、２００８年まで遡る。
市において「障がい者市民のための防災懇談会」を開催
し、その際、医療依存度の高い重度心身障害者のご家族
から悩みが提起され、そこから行政や訪問看護ＳＴ、障
がい者相談支援センター等で連絡会やプロジェクトチー
ム等を結成、約十年かけてワーキンググループとなる構
成機関会議を発足させ、実際に計画相談の業務の一環と
して個別避難計画作成を行ってきた。２０１１年の東日本大
震災を契機に災害対策基本法が改正され、避難行動要支
援者名簿の作成が市町村に義務付けられたが、それ以前
から住民の課題提起によりこの取組が進められていたこ
とに高島市の特色がある。

この取組は、在宅で生活されている重度の障がいがあ
る方等を対象に、優先順位チェックシートを用いて、計
画作成の優先順位付けを行い、相談支援専門員が中心と
なって計画作成に取り組んできたものである。

４．防災と保健・福祉の連携による高島市
個別避難計画作成推進協議会の設置

これまでの障がい分野における取組を高齢・介護分野
にも広げ、取組を拡充することを目的に、令和３年度よ
り「防災と保健・福祉の連携による高島市個別避難計画

作成推進協議会（以下「協議会」という。）」を立ち上げ
た。この協議会には、この取組を連携して推進するため
の核となる各種団体に参画いただいている。（参画団体
は下記のとおり）
・高島市民生委員児童委員協議会連合会
・高島市介護サービス事業者協議会
・湖西介護支援専門員連絡協議会
・高島市社会福祉協議会
・高島市障がい者自立支援協議会
・滋賀県高島健康福祉事務所
・（オブザーバー）滋賀県知事公室防災危機管理局

また、この協議会には、実務者レベルの「障がい者・
医療的ケア児・者ＷＧ」と「高齢者ＷＧ」を設置し、優
先順位チェックシートの作成（更新）や個別避難計画の
様式の策定、そしてこの取組のスキーム等ついて協議を
行ってきた。

５．根本的な問題の解決のために� �
～防災と保健・福祉の連結・連携～

先に紹介したが、災害時に被害者になる方々は障がい
者や高齢者等の要配慮者に偏っている。これは平時にお
ける要配慮者への福祉的なサービスと、災害時の対応策
が縦割りになっており連結していないことが根本的な問
題であると考えられる。その解決策としては、防災と保
健・福祉の両分野がそれぞれの強みを生かし、越境・連
携した取組によって個別避難計画を作成することにある。

具体的な強みとしては、防災分野では、最新の防災・
災害に係る情報、各種災害のリスク分析結果やハザード
情報を有しており、これらの提供や助言ができること。
加えて、地域の区・自治会や自主防災組織等とのつなぎ
役を担うことができることである。また、保健・福祉分
野では、ケアマネジャーや相談支援専門員等の福祉専門
職が保健、福祉、さらには看護分野等にも精通され、要
支援者と普段から信頼関係を構築し、心身の状況やご家
庭の状況等についてもよく把握されているところに強み
がある。
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特集：水害リスク情報の充実とその活用

６．優先順位チェックシート

これまで障がい分野で活用されていた優先順位チェッ
クシートは、障害支援区分や自力移動等の「心身の状
態面」、当事者の世帯状況および家族の支援の可否等の

「環境面」、そして当事者の自宅付近の浸水想定や想定震
度等の「リスク面」から構成されていた。

市においては、既存のチェックシートを基に、令和３
年５月に改正された「避難行動要支援者の避難行動支援
に関する取組指針」にある「①地域におけるハザードの
状況」、「②避難行動要支援者の心身の状況、情報取得や
判断への支援が必要な程度」、「③独居等の居住実態、社
会的孤立の状況等」を重要視し、真に支援が必要な方々
の計画を優先して作成できるよう、チェックシートの項
目の追加、配点のあり方について、協議会や両ＷＧ等で
検討を行った。障がい分野のチェックシートについては
更新、高齢者のチェックシートについては新規で作成す
ることができた。

このチェックシートの大項目は「①リスク」、「②本人
の状態」、「③環境」の３項目から構成しており、「①リ
スク」の項目は（１－１）自宅の浸水想定、（１－２）
土砂災害警戒区域、（１－３）家屋の倒壊危険度そして

（※）原子力災害時のＵＰＺ圏内かどうかの４項目で構
成している。そのうち（１－１）自宅の浸水想定の確認
については、防災マップの風水害編にて、対象者の自宅
の浸水深や浸水範囲を確認し、点数化することとしてい
る。これは、安曇川浸水想定区域図、中小河川や農業用

排水路等身近な水路のはん濫も考慮された地先の安全度
マップ、琵琶湖浸水想定区域図の３つの浸水想定区域図
を重ね合わせ、最も深い浸水深と浸水範囲を示したもの
となっている。また、（１－２）土砂災害警戒区域につ
いても、防災マップ上で土砂災害（特別）警戒区域に当
事者の自宅が入っているかどうかを確認し点数化する。
これらの２項目のリスク情報は、重要項目であることか
ら点数を通常の２倍とし、優先順位の決定にしっかりと
反映させている。

加えて、このチェックシートは障がいや高齢といった
区分ではなく、災害時の「避難支援の必要性」を点数化
できるようＷＧ等で議論を行った。具体的には、両チェ
ックシートの項目については、分野ごとの特有の項目で
ある介護度や障害支援区分以外は共通項目とし、両分野
の連結を図っている。このことにより、障がいのある方
が高齢者になった場合も、シームレスに優先順位を決定
でき、リスク判定上、大きな乖離が生じることを回避し
ている。このチェックシートについても、防災分野と保
健・福祉分野の越境・連携の産物であると考えている。

７．個別避難計画の様式

個別避難計画の様式についても、ＷＧ等で検討を行っ
た。Ａ）相談基本情報、Ｂ）基本情報（フェイスシー
ト）、Ｃ）ケアマニュアル、Ｄ）滋賀県災害時対応ノー
トについては、これまで障がい分野で使用していたもの
を活用することとし、新規にＥ）マイタイムラインと地
域のタイムラインを追加した。
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特に、地域タイムラインは、計画作成当事者、その家
族、福祉専門職、地域の方々等が一同に集まり避難方法
を検討する「地域調整会議（ケース会議）」において、
地域資源を踏まえながら意見を出し合い、協働で作成す
るものであり、気象情報や災害警戒レベル、行政からの
避難情報発令に伴い、避難のために当事者が行うことと
地域が行うことを事前にすり合わせ、災害に備えた地域
支援体制の構築につなげるものである。計画を実行性あ
るものにするために重要な様式であると考える。

８．保健・福祉専門職対象防災力向上研修

防災と保健・福祉の連携による個別避難計画作成を進
めるため、令和３年６月９日に保健・福祉専門職の方々
を対象とした研修会を開催した。その狙いは、この取組
のキーマンである保健・福祉専門職の方々が防災の基礎
知識を習得し、災害時における要支援者の避難方法を検
討できる手法を身に付けることにあった。

研修会後、参加者に対してアンケートを行った結果、
「日頃の業務においても災害を意識して活動し、私たち
が支援している方の
協力者を増やせるよ
うにしたい」、「自分
の利用者（の居住す
る地域）のハザード
マップや避難所の確
認を行い、利用者に
説明できるようにし
たい」、「アセスメン

ト時には、災害時の対策も意識しながら聞き取り、計画
作成の準備をしたい」など、災害に備え平常時から保
健・福祉専門職が防災対策に取り組む必要があることに
ついて考える機会となった。

福祉専門職が水害をはじめとする災害リスク情報を理
解し説明できるようになることで、利用者に直接災害リ
スクを伝えることができ、それにより利用者の防災意識
の向上にもつながり、災害時の避難を考える第一歩にな
るのではないかと考える。

９．ケアマネジャーによる優先順位チェ
ックシートの作成

令和３年８月１１日、実際に個別避難計画を作成してい
ただく市内ケアマネジャーの方々を対象に、この取組の
説明会を開催した。説明会には５０名のケアマネジャーを
はじめとする関係者の皆様にご参加いただき、この取組
の概要説明、優先順位チェックシートの作成依頼を行っ
たほか、市防災課長より防災マップや滋賀県防災ポータ
ル等からの水害リスク情報の取得・確認方法、水平避難
や在宅避難等の防災の基礎知識の説明を行った。

約１カ月間、チェックシートの作成期間を設け、１，
９３０名分のデータを提供いただいた。データは現在とり
まとめ中であるが、データ分析を行い、今後の個別避難
計画作成の基礎情報にするとともに、日頃の防災活動あ
るいは福祉活動の推進にも活用したいと考えている。

10．さいごに

この取組は社会から求められている取組である。災害
が頻発・広域化・激甚化する日本において、避難行動要
支援者への支援の必要性は、これまでからも行政・地
域・専門職の方々等において認識されていたが、「大変
だから後回し」、「どのように対応すればいいのかわから
ない」等の課題があり、具体的な方法までは明示されて
こなかった（できなかった）。今後は新たなキーマンで
ある保健・福祉専門職の協力を得て、防災と保健・福祉
の連携によりこの取組を前に進めたいと考えている。

原点に立ち返ると、この取組は災害時に避難行動要支
援者の命を守るために行うものである。「こんなこと本
当にできるの？」、「もっとほかの効率的なやり方がある
んじゃないの？」との意見もあるが、要支援者の避難の
課題の根本的な原因の解決策がこの方法であると考え、
信念をもって前へ進めたい。そして、この取組をきっか
けとして地域防災力の向上はもちろん、地域共生社会の
実現に向けても取り組んでいきたい。

高島市において、当事者が誰一人取り残されない、地
域は誰一人取り残さない、社会は誰一人取り残させな
い、そんな地域の実現を目指す取組でありたい。研修会の様子


